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1．はじめに
本稿は，川崎市が２０１５年に行った「イノベー
ション状況調査」のテータを基に，川崎在住の
中小企業のオープン・イノベーションの要因を
検討する。その要因の１つとして，中小企業の
オープン・イノベーションの促進を目的とした
川崎市の政策を取り上げ，それが有効に機能し
ているのかを検証する。ただし分析結果は，川
崎に固有のものではなく，オープン・イノベー
ションの理論枠組みに沿った一般化可能な結論
であることを目的とする。
オープン・イノベーションの取り組みといえ
ば，当然，大企業が想定される。とりわけ近年
の状況として，自動車産業におけるオープン・
イノベーションの急速な展開を見ることができ
る。チェスブロウ（Chesbrough，２００３，２００６）
が指摘したオープン・イノベーションの推進要
因，すなわち，開発費用の巨額化，開発スピー
＜概要＞
オープン・イノベーションを推進する要因として，研究開発に投入する内部資源の不足
があげられる。すると，大企業よりも中小企業のほうがオープン・イノベーションを必要
とするといえる。ただし中小企業にとって，オープン・イノベーションの取り組みが大企
業と比べて困難であることは間違いない。そこで川崎市は，中小企業のオープン・イノベ
ーションの促進・支援政策を実施してきた。本稿は川崎市の「イノベーション状況調査」
（２０１５）のデータを基に，川崎市の中小・中堅・ベンチャー企業においてオープン・イノ
ベーションがどのような要因によって推進されているのか，その１つとして川崎市の政策
は有効に機能しているのかを回帰分析に基づいて検証する。
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ドの競争，応用技術と基礎研究の融合や異分野
技術の融合，そして内部資源の不足等々は，電
気自動車や自動走行車の開発にしのぎを削る自
動車産業の開発状況そのものといえる。よって
世界各国の自動車メーカーは，国内および海外
の大学・研究機関はもとより，情報通信や機能
性素材の世界的企業から新興ベンチャー企業に
至るまで，そして同業の関連企業からライバル
企業に至るまで，外部資源を求めてオープン・
イノベーションの推進に取り組んでいる。
もちろんこれは自動車産業に限るわけでなく，
製薬産業や情報通信産業など，先端技術分野で
は日常のこととなっている。あるいは自動車産
業のオープン・イノベーションは，そのパート
ナーとなる情報通信産業や高機能素材産業にお
いてオープン・イノベーションを推進し，かく
してオープン・イノベーションは産業全体に広
がることになる。オープン・イノベーションの
阻害要因として，社内資源優先，すなわち自前
主義が指摘され，その代表例が日本企業である
といった指摘はもはや過去のことであるかのよ
うに，日本企業にとってオープン・イノベー
ションは特別の課題ではなく，自明の課題と
なっている。
このような大企業におけるオープン・イノベ
ーション，とりわけグローバル企業によるグロ
ーバルなオープン・イノベーションの推進と比
べると，中小企業のオープン・イノベーション
はまったくマイナーなテーマとみなされるかも
しれない。ただし，チェスブロウが指摘したオ
ープン・イノベーションの推進要因，とりわけ
開発費用の巨額化や内部資源の不足は，中小企
業においても変わらない。いや，その制約は中
小企業にとってより重大であるといえる。この
意味で中小企業こそがオープン・イノベーショ
ンを求めているということもできる。
ただし中小企業において，オープン・イノベ
ーションが困難であることもまた間違いない。
１つは，オープン・イノベーションにとっては
相手パートナーを発見することが死活的に重要
となるのであるが，この点において中小企業に
は決定的な制約がある。中小企業のオープン・
イノベーションとして，同業の仲間関係を通じ
た共同研究や共同事業をあげることができると
しても，それは狭い範囲に限定される。ネット
ワーク論の観点から言えば，近接した緊密な関
係（クローズド・ネットワーク）が生み出す信
頼や協力の利点に対して，新しいアイデアや新
しい事業の機会は，遠くにつながるネットワー
ク（オープン・ネットワーク）からもたらされ
る場合が多い（西口，２００７）。それは地理的な
遠隔性であるだけでなく，技術分野や事業分野
の遠隔性であり，しかし中小企業にとって，大
学や研究機関はもとより先端的な企業とのネッ
トワークの壁は厚い。
もう１つ，チェスブロウが指摘するように，
オープン・イノベーションとは「社内で研究さ
れたアイデアと社外のアイデアを結合し，自社
の既存のビジネスに他社のビジネスを活用す
る」ことだとすると，このように外部資源を利
用するためにはそれを活用するだけの内部資源
の存在が前提となる。この点においてもまた中
小企業には決定的な制約がある。技術的な制約
だけでなく，経営面とりわけ市場開拓や販路開
拓における制約を免れれない。これは大企業に
おいても同じであるが，大企業では企業買収と
いう手段がある。技術面ではベンチャー企業の
買収，経営面ではライバル企業の買収が大企業
にとってはオープン・イノベーションのもう１
つの手段となる１）。つまり，外部資源の活用で
はなく獲得であるが，中小企業ではこのような
手段はとりえない。
このように，中小企業においてオープン・イ
ノベーションの推進が困難に直面するのであれ
ば，その制約を補うメカニズムが必要となる。
このような観点から川崎市は，中小企業のオー
プン・イノベーションの推進支援を政策課題と
してきた。その１つとして，大企業が保有する
特許と中小企業の間のマッチングを意図した
「知財交流会」がある。もう１つは，大学研究
164
室と中小企業の間のマッチングを意図した「試
作開発促進プロジェクト」，さらにもう１つ，
ベンチャー企業の育成がある。これらの概要は
次に見るとして，いずれもユニークな試みであ
り，これまでにも高い評価を得てきた川崎市の
中小企業振興政策は，中小企業のオープン・イ
ノベーション政策においてもまた，他の自治体
を抜き出る存在となっている。ただしその政策
効果がデータに基づいて検証されることはな
かった。そこで本稿では，川崎中小企業のオー
プン・イノベーションの推進要因を検証すると
ともに，そのことを通じて川崎市のオープン・
イノベーション政策の効果を検証したい。
以下では，まず第２節で川崎市のオープン・
イノベーション政策を概観し，第３節では「イ
ノベーション状況調査」を基に，川崎中小企業
のオープン・イノベーションの状況を検討する。
そして第４節では「イノベーション状況調査」
からのデータを基に，オープン・イノベーショ
ンの推進要因を回帰分析を通じて明らかにする。
最後に第５節では，まとめとともに川崎市の産
業立地上の優位点を同じく回帰分析を通じて明
らかにする。
2．中小企業オープン・イノベーショ
ン政策
大企業におけるオープン・イノベーションの
方式，すなわち研究開発における他企業やベン
チャー企業との提携や大学研究室や公的研究機
関との連携を中小企業に導入する。このような
目的から，川崎市の中小企業を対象としたオー
プン・イノベーション政策が始まった。そのた
めに，川崎在住の中小企業と大企業との連携を
目的として「知財交流会」が，大学研究室との
連携を目的として「試作開発促進プロジェクト」
が組織化された。
まず，川崎在住の大企業が保有する特許を中
小企業が活用することを目的として，知財交流
会が組織された。そのために，交流会に参加す
る川崎市在住の中小企業の事業内容，技術力を
まとめ，それを大手企業，とりわけ川崎市に研
究開発拠点を設ける富士通，NEC，日立など
の電機大手企業に提示される。そのうえで大手
企業からは未利用すなわち休眠特許が示され，
中小企業からは特許を利用した事業計画が示さ
れる。そのうえでサンプル評価や製造工場の視
察を含めて何回かのマッチングが繰り返され，
最終的に特許のライセンス契約が成立する。
言うまでもなく，特許情報に関して，供給側
の大企業と需要側の中小企業の間の情報の格差
は大きい。そこで，産業振興財団に専属の知財
コーディネーターを配置するとともに，KAST
（神奈川サイエンスアカデミー）の知財コーディ
ネーターを活用し，川崎市（産業振興財団）が
特許情報の評価にかかわる体制がとられた。さ
らに，ライセンス契約に至るとしても，契約内
容に関して大企業と中小企業の間の交渉力の格
差も大きい。そこで，川崎市労働経済局が最終
契約に関与する体制がとられた。ライセンス特
許の評価を含めて，知財コーディネーターが関
与する交渉は２０回以上にわたるといわれている。
このようなプロセスを経て，２００８年２月から
２０１６年１２月までの累計で２５件のライセンス契約
と１８件の製品化を生んだことが報告されている
（川崎市，２０１７）。年平均３件であり，「電界・
磁界ブローブ」（日本電気／森田テック），「芳
香拡散技術」（富士通／松本製作所），「真空吸
着ツールスタンド」（ミツトヨ／佐々木工機），
「人の顔で認証可能な勤怠管理ソフトウェア」
（NHK／データプロセスサービス）などが紹介
されている２）。
大企業にとって休眠特許は，それがコア事業
から乖離したものであるからという理由に加え
て，製品化したとしても事業規模の点で採算に
合わないからという場合が多い。オープン・イ
ノベーションの観点からは，これらの特許は外
部に放出することになるのであるが，その方式
としては，社内ベンチャーとしてスピンアウト
するか，他企業へのライセンスとなる。中小企
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業にとっては後者のライセンスが事業規模の点
で採算に合うとしても，その製品化や市場化の
壁は厚い。そこで，特筆すべきことに，ランセ
ンス特許の製品化や市場開拓において大企業側
の技術指導や販売協力などの支援が期待されて
いる。製品化し市場化に成功してライセンス使
用料が得られる，という理由によるのであるが，
これは社内ベンチャーやスピンアウトベンチャ
ーに対する本体企業からの支援と同じというこ
とができる。興味深いことに，紹介されている
２１件のライセンス契約のうち１４件は富士通から
のものであり，社内ベンチャーやスピンアウト
ベンチャーの育成を含めてオープン・イノベー
ションの推進に富士通が最も積極的，という評
判と符合する。
さらに，知財交流会の意義は，大企業の休眠
特許を中小企業が利用する機会を設けるという
ことにあるだけではない。オープン・イノベー
ションに取り組むにあたっては，それに先立っ
てビジネスモデルが確立され，それに照らして
不足する技術を購入する，あるいは不要な技術
を売却する，ということが想定される。しかし
中小企業においては，必ずしも自らのビジネス
モデルが確立されているわけではない。むしろ
知財交流会を通じて自らの技術に付加できる技
術があることを発見し，それによって新たなビ
ジネスモデルを発見する。
いや大企業においてもまた，IoTや AIの分
野で見られるように，その技術を使って何をす
るのか，どのようなビジネスを生み出すのかが
最重要の課題となるのであり，この点に日本企
業の弱点があるといった指摘も多い。よって新
たなビジネスモデルの発見や開拓のために，国
内外の異業種，研究機関とのオープン・イノベ
ーションの取り組みが死活の課題となっている。
この意味で中小企業を対象としたビジネスモデ
ルの発見のための知財交流会の支援の意義は大
きい。
このように，中小企業のオープン・イノベー
ションの促進を目的として，大企業と中小企業
の間の知財マッチングを支援するという川崎市
の試みはユニークであると同時に，中小企業支
援の「川崎モデル」として他の自治体に向けて
発信され，類似した方式の導入も進んでいる３）。
以下では，この「川崎モデル」の有効性を，「イ
ノベーション状況調査」からのデータに基づい
て検証したい。
もう１つ，川崎市の中小企業のオープン・イ
ノベーション政策として，中小企業の産学連携
を目的とした「試作開発促進プロジェクト」が
ある。オープン・イノベーションとして産学連
携がテーマとなるとき，大学研究室への研究委
託や共同研究，あるいは大学保有の特許ライセ
ンスの利用が想定される。ただしここでもまた，
産学連携に向かう大企業と中小企業の間の格差
は大きい。大学研究室と中小企業の間の技術格
差，情報格差だけでなく，中小企業にとって大
学研究室は縁遠い存在であることは間違いな
い４）。
これに対して，大学のシーズと中小企業のニ
ーズをマッチさせるのではなく，大学のニーズ
と中小企業の能力をマッチさせるというのが，
「試作開発促進プロジェクト」となる。つまり，
発想の転換であるが，大学側では研究段階での
実験装置や器具の製造，さらに試作段階での製
造・加工が必要となる。この大学側のニーズに，
川崎の「もの作り」中小企業の製造・加工力を
結びつける。このような形で中小企業と大学と
の連携の糸口を作ったうえで，大学研究室の技
術の導入を図り，製品化につなげることも可能
となる。このような意図から，川崎市産業振興
財団によって「試作開発促進プロジェクト」が
立ち上げられた。
一般に中小企業は，大企業製造工場のサポー
ティング・インダストリーと呼ばれ，それは部
品製造だけでなく，高精度の試作品の製造や開
発に及ぶ。この点に関して，川崎中小企業は京
浜工業地帯のサポーティング・インダストリー
として高度な技術力を保有している。２００５年の
調査では，川崎市の中小製造企業３８１社のうち
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４３％の企業は試作品の製造・開発にかかわり，
半数以上は「独自技術の保有」「高精度加工力」
「多品種対応力」において自社の能力は「強い」
あるいは「やや強い」と回答している（平尾，
他，２００９；Miyamoto，２００９）。ただしこれらの
中小企業の情報は，大企業においては十分であ
るとしても，大学研究室においては不足してい
る。中小企業と大学研究室の双方にとって情報
が不足しているという意味で，２つの間を仲介
する「試作開発促進プロジェクト」が重要な役
割を担うことになる。
仲介の役割は，先の知財交流会と同様，産業
振興財団のコーディネーターが担っている。
２００４年の設立時には，川崎市の中堅・中小企業
２２社，大学および技術移転機関（TLO）３１機関
（現在は４２機関）から始まり，それと並行して
年間約２００社の企業訪問，約５０～１００人の大学研
究者訪問がなされた。さらにこの背後には川崎
の中小企業約１３００社の技術情報や事業内容を集
めたデーターベースがある。そして「大学キャ
ラバン隊」と称した大学研究者の中小企業の現
場訪問や，中小企業経営者の大学研究室の訪問
が定期的になされている。このようなプロセス
を経て，試作開発からもう１段進めて共同研究
に至るケースも生まれている。川崎市（２０１６）
の報告では，２０１１年から２０１３年まで年平均３件
の共同研究プロジェクトを生み出した。以上の
ような大学と中小企業の間の産学連携というユ
ニークな取り組みは，２００７年度に JANBO（日
本新事業支援協議会）の最優秀支援者賞を受賞
し，２００９年度には，第１回イノベーションコー
ディネータ表彰・科学技術振興機構理事長賞を
受賞している。
最後に，川崎市の中小企業オープン・イノベ
ーション政策として，スタートアップ企業支援
がある。言うまでもなく，オープン・イノベー
ションの最重要なプレーヤーの１つとして，ス
タートアップ企業がある。研究開発型のスター
トアップ企業にとって，内部資源の不足を克服
する手段としてオープン・イノベーションを必
要とするだけでなく，既存企業にとってもまた，
委託研究や共同研究，さらには企業買収の対象
として，スタートアップ企業を必要とする。
周知のように川崎市は，１９８９年の KSPの設
立を皮切りに，リサーチラボとして KAST，イ
ンキュベーションとして KBICと THINK，慶
応大学研究室を誘致した K２タウンキャンパス，
等々を擁し，スタートアップ支援やベンチャー
支援においてフロントランナーの評価を得てき
た。さらに近年では，ナノ技術開発拠点として
の NANOBICの設立，それに付随した新たな
インキュベーション施設の建設，さらに臨海部
のライフイノベーション国際戦略特区内でのバ
イオ医療の研究開発拠点の誘致，それに付随し
た新たなインキュベーション施設の建設という
ように，ナノ技術とバイオ医療が融合した研究
開発拠点の形成が一挙に進められている。
インキュベーションを中心とした川崎市のス
タートアップ企業支援に関してはすでに多くの
記述がある（平尾，他，２００７；Miyamoto，２０１２）。
わけてもスタートアップ支援の「川崎モデル」
と呼ばれるように，産業振興財団による起業家
オーディション，その合格企業のインキュベー
ションへの入居，そしてアーリー・ステージ段
階でのベンチャー投資からなる「三位一体」の
支援方式が確立され，KSPによるベンチャー
投資は現在４０社にのぼり，累計１０社が株式公開
を果たしている。ここでもまたスタートアップ
支援の有効性は，オーディション，インキュベ
ーション，ベンチャー投資ファンドの連携にあ
り，それは各機関のコーディネーターやイン
キュベーション・マネジャーの働きにかかって
いる。川崎市の強みは，産業振興財団，インキュ
ベーター，経済労働局の間の緊密なネットワー
クにあるということができる。
以上，スタートアップ企業からもの作り中小
企業まで，オープン・イノベーションの促進に
向けた川崎市の取り組みを概観した。ナノ技術
開発のスタートアップ企業から微細加工の中小
企業まで，川崎市は中小企業に関して最も充実
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した支援策を備えているということができる。
以下では，この政策効果を「イノベーション状
況調査」のテータを基に検証したい。
3．イノベーション状況調査
本稿の目的は川崎市のオープン・イノベー
ション政策の効果をデータに基づいて検証する
ことであるが，使用する「イノベーション状況
調査」はこのような目的のためになされたわけ
ではない。川崎在住の大企業から中小・ベン
チャー企業までを網羅して，イノベーションの
全体状況を観察するというものであり，本稿の
目的に必ずしも叶ったものではない。このよう
な制約を前提として，アンケート調査から得ら
れるデータを利用してオープン・イノベーショ
ンの状況と，その要因を検証することが以下で
の目的となる
データについて説明すると，川崎市内の研究
開発型とみなされる９８０社（大学・研究機関を
含む）に質問票を送付し，２２６社からの回答を
得た（回収率２３．１％）。うち大学・研究機関１０
機関を除いて，２１６社をサンプル企業とした。
従業員数，資本金額，設立年代の分布が表３．１
に示されている。約７０％は従業員３０人未満の中
小企業および事業所であるが，この中にはイン
キュベーションに入居するスタートアップ企業
も含まれる。また１９５０年代およびそれ以前の設
立企業には，JFE，味の素，昭和電工，旭化成，
日本触媒など，川崎市を代表する企業やその事
業所が含まれる。
調査の目的は，個々の企業や事業所が取り組
んでいるイノベーションの状況を見るものであ
り，そこでイノベーションの分野として，マテ
リアル（新素材や材料の研究・開発），プロダ
クト（新製品やサービスの研究・開発），プロ
セス（新しい製造技術の研究・開発），マーケッ
ト（新しい販路や市場の開発），ビジネスモデ
ル（新しいビジネスモデルの開発）を区別して，
その実施状況を質問した。また，先端的技術開
発の分野として，ITC，ナノ，環境，素材を区
別して，同じくその実施状況を質問した。それ
ぞれの回答の分布が，３００人未満と以上の企業・
事業所を区別して示されている（表３．２，表３．３）。
イノベーションの分野としては，新製品やサ
ービスの研究・開発を志向するプロダクト・イ
ノベーションに取り組んでいる企業が１２５社
（５７．７％）で最大となり，従業員３００人未満の中
小企業でも約半数が取り組んでいる。続いて，
新しい販路や市場の開拓を志向するマーケッ
ト・イノベーションが８１社（３７．７％）を占め，
中小企業でも３６．６％が取り組んでいる。他方，
表３．１ サンプル企業：２１６社
従業員数 件数 構成比（％）
３０人未満 １５０ ６９．４
３０～１００人 ３７ １７．１
１００～３００人 １５ ６．９
３００人以上 １３ ６．０
不明 １ ０．５
合計 ２１６ １００．０
資本金 件数 構成比（％）
３０００万円未満 １１４ ５２．８
３０００万～１億円 ４４ ２０．４
１～１０億円 ２４ １１．１
１０億円以上 ３０ １３．９
不明 ４ １．９
合計 ２１６ １００．０
設立年代 件数 構成比（％）
１９５０年以前 １８ ８．３
１９５０年代 ２０ ９．３
１９６０年代 ４１ １９．０
１９７０年代 ３２ １４．８
１９８０年代 ２７ １２．５
１９９０年代 ２０ ９．３
２０００年以降 ４４ ２０．４
不明 １４ ６．５
合計 ２１６ １００．０
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プロセス・イノベーションは５７社（２６．５％），
ビジネスモデル・イノベーションは４６社
（２１．４％），マテリアル・イノベーションは４４社
（２０％）となり，中小企業の比率も低下する。
先端技術分野に関しては，質問の形式として対
象領域をクリーンエネルギーやライフサイエン
スなどと限定したため，実施企業の比率は低下
する。
さらに，オープン・イノベーションに関連し
て，それぞれの事業所での共同研究，受託研究，
委託研究の件数とその相手先を質問した。図３．４
に示されるように，共同研究，委託研究，受託
研究を行っている企業・事業所数はそれぞれ６０
社，２２社，３３社であり，中小企業において委託
研究を行う企業の比率はわずかであるとしても，
共同研究は２６．７％の企業で，受託研究は１５．４％
の企業でなされている。
そこで，中小企業に限定して提携の相手先を
見ると，図３．１のようになる。まず，中小企業
が行う共同研究（５４件）の相手は大学が最大で
３４．１％を占め，次いで中小企業が２５．３％，大企
業が２０．９％を占める。これに対して委託研究（１８
件）の相手は同じ中小企業が最大で４５．７％を占
め，受託研究（３１件）に関しては，大企業が最
大で３９．９％，次いで外国企業が２５．４％を占める。
また，共同研究では８２．４％は市外の相手，同じ
く委託研究では７８．８％，受託研究では７０．５％が
市外の相手であることも示される。
このように，共同研究に関しては大学との間
で予想以上に活発になされていること，同じく
受託研究に関しては，大企業と外国企業の間で
予想以上に活発になされていることは，大きな
表３．２ イノベーションの分野：実施企業・事業所の比率
マテリアル プロダクト プロセス マーケット ビジネスモデル
（件数） （４４） （１２５） （５７） （８１） （４６）
３００人未満 １８．３ ５６．９ ２４．３ ３６．６ １９．８
３００人以上 ４６．２ ６９．２ ６１．５ ５３．９ ４６．２
合計 ２０．０ ５７．７ ２６．５ ３７．７ ２１．４
表３．３ 先端技術開発の分野：実施企業・事業所の比率
ITC ナノ 環境 素材
（件数） （２０） （２０） （３６） （３０）
３００人未満 ８．４ ８．４ １５．４ １２．４
３００人以上 ２３．１ ２３．１ ３８．５ ３８．５
合計 ９．３ ９．３ １６．７ １４．０
表３．４ 共同開発・委託開発・受託開発の状況：
実施企業・事業所の比率
共同研究 委託研究 受託研究
（件数） （６０） （２２） （３３）
３００人未満 ２６．７ ８．９ １５．４
３００人以上 ４６．２ ３０．８ １５．４
合計 ２７．９ １０．２ １５．４
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発見だといえる。これに対して委託研究は同じ
中小企業同士が約半数を占めている。大学との
間の共同研究，大企業や外国企業からの委託研
究の比率の高さは，オープン・イノベーション
を担う川崎中小企業の能力の高さを表している。
では，オープン・イノベーションの取り組み
はどうか。その回答が表３．５に示されている。「積
極的に取り組んでいる」と「取り組んでいる」
の合計は４６社（２１．３％）に留まる。この数が多
いか少ないかは一概に判断はできないが，「必
要性は認識しているが取り組んでいない」企業
が５６社（２５．９％）を占めることを考えると，約
半数の企業はオープン・イノベーションの重要
性を認識しているといえる。
オープン・イノベーションの取り組み（「積
極的」＋「取り組んでいる」）に関して，従業
員規模別の比率が表３．６に示されている。従業
員３００人で区切るのではなく，３００～１０００人を中
堅企業，１０００人以上を大企業とすると，後者に
おいてオープン・イノベーションの取り組みが
顕著に高まることが観察される。もちろん企業
数が少ないためにバイアスの恐れがあるとして
も，３０～１００人規模での取り組みの比率は３００～
１０００人規模を上回っている。
さらに設立年代別にみると，表３．７のように
なる。２つの年代が注目される。１つは１９５０以
表３．５ オープン・イノベーションの取り組み
件数 構成比（％）
積極的に取り組んでいる １３ ６．０
取り組んでいる ３３ １５．３
必要性は認識しているが取り組んでいない ５６ ２５．９
取り組んでいない １０２ ４７．２
不明 １２ ５．６
合計 ２１６ １００．０
図３．１ 中小企業の連携相手（構成比％）
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前の設立企業では１８社のうち８社（４４．４％）が，
もう１つは２０００年以降の設立企業では４４社のう
ち１５社（３４．１％）がオープン・イノベーション
に取組んでいる（設立年が不明の企業が存在す
るため，件数の合計は３９社となる）。前者の多
くは川崎在住の全国的に知られた大企業である
のに対して，後者は KSP在住４社，KBIC在
住３社，マイコンシティ在住１社，新川崎在住
２社，殿町在住１社というように，スタートアッ
プ企業が多くを占める。このように，スタート
アップ企業の創設に注力してきた川崎市のイノ
ベーション政策は，オープン・イノベーション
の観点からも評価を得ることになる。
以上，「イノベーション状況調査」から，川
崎在企業のオープン・イノベーションの状況を
見た。では，どのような要因によってオープン・
イノベーションの取り組みが進むのか。とりわ
け，取り組んでいる企業とその必要性は認識し
ているが取り組んでいない企業の差はどこにあ
るのか。これらの点を「イノベーション状況調
査」から得られるその他のデータを基に検証し
たい。
4．回帰分析
オープン・イノベーションに関して，（１）取
り組んでいる（「積極的に取り組んでいる」＋
「取り組んでいる」），（２）必要性は認識している
が取り組んでいない，（３）取り組んでいない
の，３つのグループがあることを見た。では，
（１）と（２）のグループの差はどのような要因に
よって生まれるのか。この点を，「イノベーショ
ン状況調査」から得られるデータを基に検証し
たい。そのために２段階の回帰分析を行った。
表３．６ オープン・イノベーションの取り組みの比率
（従業員規模別）
企業数 取り組んでいる ／（％）
３０人未満 １４４ ２５ １７．４
３０～１００人 ３１ １１ ３５．５
１００～３００人 １４ ３ ２１．４
３００～１０００人 ７ ２ ２８．６
１０００人以上 ６ ４ ６６．７
合計 ２０２ ４５ ２２．３
表３．７ オープン・イノベーションの取り組みの比率
（設立年代別）
設立年 企業数 取り組んでいる ／（％）
１９５０年以前 １８ ８ ４４．４
１９５０年代 ２０ ３ １５．０
１９６０年代 ４１ ４ ９．８
１９７０年代 ３２ ８ ２５．０
１９８０年代 ２７ １ ３．７
１９９０年代 ２０ ０ ０．０
２０００年以降 ４４ １５ ３４．１
合計 ２０２ ３９ １９．３
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まず，「取り組んでいない」企業をベースとし
て，「必要性は認識しているが取り組んでいな
い」と「取り組んでいる」企業がどのような要
因によって区別されるのかを推定し，次に，「必
要性は認識しているが取り組んでいない」をベ
ースとして，「取り組んでいる」企業がどのよ
うな要因によって区別されるのかを推定した。
説明変数は，「イノベーション状況調査」か
ら，個々の企業が取り組んでいるイノベーショ
ンの分野，先端的技術開発の分野，共同研究，
委託研究，受託研究の取り組み状況とした。つ
まり，どのようなイノベーションの分野や技術
開発の分野がオープン・イノベーションの取り
組みを進めるのか，そして共同研究や委託研究
や受託研究の取り組みがどのようにオープン・
イノベーションを進めるのかを検証した。また，
マーケット・イノベーションとビジネスモデ
ル・イノベーションは非常に強く相関するため
（相関係数０．６４８），ビジネスモデル・イノベー
ションは説明変数から除外した。
これに加えて，「イノベーション状況調査」
から，知財交流会の参加状況，過去５年間の開
発人員と開発資金の状況を利用した（表４．１）。
最も重要な変数は知財交流会の参加状況であり，
「以前に参加した」と「よく参加している」の
合計を参加ダミー変数とした。また開発人員と
開発資金は，「増加」をダミー変数とした。そ
れぞれはイノベーションの内部資源というもの
表４．１ 基本データ
知財交流会 件数 構成比（％）
以前に参加したことがある ３１ １６．０
よく参加している ９ ４．６
以前より関心があり、今後参加し活用したいと思っている ２１ １０．８
今まで知らなかったが、今後は活用したい ４７ ２４．２
今まで知らなかったし、今後も活用する予定はない ４３ ２２．２
関心はない ４３ ２２．２
合計 １９４ １００．０
過去５年間の開発従業員 件数 構成比（％）
増加 ４５ ２０．８
横ばい ６１ ２８．２
減少 ８ ３．７
不明 ９ ４．２
無回答 ９３ ４３．１
合計 ２１６ １００．０
過去５年間の開発資金 件数 構成比（％）
増加 ４６ ２１．３
横ばい ３９ １８．１
減少 １２ ５．６
不明 １３ ６．０
無回答 １０６ ４９．１
合計 ２１６ １００．０
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であり，その増大がオープン・イノベーション
を進めるのか，それとも「減少」や「横ばい」
という意味での制約がオープン・イノベーショ
ンを進めるのかを検証した。そして，対数変換
した資本金，従業員数，設立後の企業年数をコ
ントロール変数とした。
ここでの目的は中小企業のオープン・イノベ
ーションの分析であるが，上記のように従業員
１０００人を境としてオープン・イノベーションの
取り組みは大きく異なる。そこで，対象企業を
３００～１０００人の中堅企業を含めて，中小・中堅
企業２１０社とした。ただし，３００人未満の中小企
業に限定した推定も，１０００人以上の企業を含め
てすべての企業を対象とした推定も，主要な結
果に変化はなかった。また，分析は川崎在住企
業を対象としたものであるが，川崎在住に固有
の変数は知財交流会の参加ダミーだけであり，
一般性を確保するために知財交流会参加ダミー
を除いた推定と参加ダミーを加えた推定を区別
して行った。以上の前提からの推定結果が表４．２
に示されている。
推定結果はオープン・イノベーションのプロ
セスを非常に明確に表している。まず推定（１）
は，中小・中堅の全企業を対象として，「取り
組んでいる」企業を１とするプロビット分析で
あるが，マーケット・イノベーションに取り組
む企業，共同研究に取り組む企業，そして知財
交流会に参加する企業においてオープン・イノ
ベーションの取り組みが有意に高まることを示
している。また知財交流会の参加ダミーを加え
ると，従業員数で見て小規模企業ほどオープ
ン・イノベーションの取り組みが有意に高まる
ことも観察される。この点で中小企業を対象と
した知財交流会の効果を見ることができる。
次にこのプロセスの背後の分析として，「取
り組んでいない」状態から「必要性を認識して
いるが取り組んでいない」状態，そして「取り
組んでいる」状態への移行がどのような要因に
よって生まれるのかを推定した。そのためにま
ず推定（２）として，「取り組んでいない」企業を
ベースとして，「必要性を認識しているが取り
組んでいない」企業と「取り組んでいる」企業
を１とするプロビット推定を行った。知財交流
会参加ダミーを除いた推定では，取り組んでい
ない状態に対して，委託研究と受託研究を行う
ことがオープン・イノベーションの必要性を認
識する契機として作用することが示される。
さらに参加ダミーを加えると，受託研究の作
用は有意でなくなり，委託研究と知財交流会参
加ダミーが有意に作用する。また参加ダミーを
加えると，設立年代で若い企業ほどオープン・
イノベーションの必要性の認識が有意に高まる。
この点においてもまた，中小企業を対象とした
知財交流会の効果を見ることができる。ここで
の推定は，オープン・イノベーションの必要性
の認識と実際の取り組みを含めて，取り組んで
いない状態から取り組みへと向かう要因を探る
ものであり，ある意味でオープン・イノベー
ションに取り組む必要条件とみなせる。そうし
たものとして，委託研究という形で外部企業の
資源を利用することを通じて，あるいは受託研
究という形で他企業との連携を経験することを
通じて，そして知財交流会を通じて現実にオー
プン・イノベーションの可能性を知ることを通
じて，オープン・イノベーションの認識が高ま
るものと思われる。
しかしこれだけでは，オープン・イノベー
ションの実際の取り組みにつながることはない。
推定（３）は「必要性を認識しているが取り組ん
でいない」企業をベースとして，「取り組んで
いる」企業を１とするプロビット分析であるが，
非常に重要な結果として，委託研究や受託研究
からもう一段強めて共同研究や共同事業を行う
ことが実際のオープン・イノベーションの取り
組みにつながることが示される。そしてもう１
つ，新しい市場や販路の開拓などマーケット・
イノベーションに取組む企業において，オープ
ン・イノベーションの可能性が有意に高まるこ
とも示される。さらに，開発人員の増大はオー
プン・イノベーションの取り組みにプラスに作
オープン・イノベーションを促進する要因は何か―川崎市の事例より
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表４．２ オープン・イノベーションの推定（従業員１０００人未満）
「取り組んでいる」＝１とするプロビット推定 ２段階のプロビット推定
推定（１） 推定（２） 推定（３）
説明変数 （１） （２） （１） （２） （１） （２）
イノベーション分野
マテリアル ０．５０１ ０．５７９ ０．３８１ ０．４２２ ０．５６４ ０．６２９
（１．４３） （１．６３） （１．０９） （１．２１） （１．２０） （１．２９）
プロダクト ０．４３３ ０．２９２ －０．０６４ －０．１６５ ０．５７５ ０．４０９
（１．１９） （０．７７） （－０．２４） （－０．６２） （１．１４） （０．７８）
プロセス －０．３４９ －０．３５９ ０．１６１ ０．１３２ －０．２９５ －０．２８４
（－１．０８） （－１．１０） （０．６３） （０．５１） （－０．７０） （－０．６６）
マーケット ０．５９１＊＊ ０．７０７＊＊ ０．０５２ ０．１３２ １．０９６＊＊＊ １．２６０＊＊＊
（２．０３） （２．２９） （０．２１） （０．５２） （２．６０） （２．７３）
技術開発の分野
ITC －０．０２４ －０．２５３ ０．３３７ ０．２２２ ０．１６３ －０．０９９
（－０．０６） （－０．６０） （０．８７） （０．５５） （０．３２） （－０．１８）
ナノ －０．２０７ －０．１４２ －０．０１６ ０．０２６ －０．４３ －０．４０１
（－０．４９） （－０．３３） （－０．０４） （０．０６） （－０．９０） （－０．８２）
環境 ０．０９１ ０．０９３ ０．３６７ ０．３６４ ０．０９８ ０．１０４
（０．２６） （０．２６） （１．０３） （１．０２） （０．２２） （０．２３）
素材 ０．０８６ ０．０５４ ０．３５７ ０．３２９ －０．２９５ －０．３３５
（０．２２） （０．１４） （０．９９） （０．９２） （－０．６０） （－０．６８）
共同研究 ０．６４２＊＊ ０．６５５＊＊ ０．２５６ ０．２３５ １．０３２＊＊ １．０４６＊＊
（２．１６） （２．１５） （０．９２） （０．８３） （２．５４） （２．５１）
委託研究 ０．３５８ ０．２１４ １．２１２＊＊ １．１２７＊＊ －０．４８９ －０．６５２
（０．８７） （０．５０） （２．２２） （２．０３） （－０．９５） （－１．１９）
受託研究 ０．０１５ －０．０８１ ０．６０３＊ ０．４７３ ０．０１１ －０．０００５
（０．０４） （－０．２２） （１．７３） （１．３３） （０．０２） （－０．００）
開発人員増大 ０．４９５ ０．５５ －０．１１２ －０．０８２ １．０５７＊ １．１６７＊
（１．４１） （１．５２） （－０．３３） （－０．２４） （１．８３） （１．９２）
開発資金増大 －０．１２１ －０．０５３ ０．３８８ ０．４５１ －１．３７９＊＊ －１．４０８＊＊
（－０．３２） （－０．１４） （１．１０） （１．２７） （－２．１４） （－２．０２）
知財交流会参加 ０．８８２＊＊＊ ０．７０６＊＊ ０．７０３
（２．６８） （２．４１） （１．６０）
従業員数 －０．１８６ －０．２４３＊ －０．０２０ －０．０６３ －０．２７３＊ －０．３１６＊＊
（－１．５１） （－１．８９） （－０．２４） （－０．７１） （－１．８０） （－２．０１）
資本金 ０．１１１＊ ０．１４３＊＊ －０．０５７ －０．０３７ ０．３２３＊＊＊ ０．３５４＊＊＊
（１．６９） （２．１０） （－１．０４） （－０．６５） （３．０７） （３．１７）
設立後年数 ０．０４２ －０．０２７ －０．２１３ －０．２５４＊ ０．２７６ ０．２
（０．２４） （－０．１５） （－１．５８） （－１．８５） （１．１９） （０．８４）
定数 －１．９５９＊＊＊ －１．８５２＊＊＊ ０．４２０ ０．５２２ －２．８４１＊＊＊ －２．７３４＊＊＊
（－２．８８） （－２．６８） （０．７８） （０．９６） （－２．９４） （－２．７８）
観測数 １９０ １９０ １９０ １９０ ８９ ８９
対数尤度 －６８．１０２ －６４．４８９ －１０６．４２３ －１０３．４５１ －４１．４８９ －４０．１６９
擬似 R２ ０．２５０ ０．２９０ ０．１９０ ０．２１２ ０．３０４ ０．３２７
カッコ内は t値，＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ１０％，５％．１％の有意水準を表す
推定（１）は，全企業を対象として「とりくんでいる」＝１とするプロビット推定
推定（２）は，「必要性を認識｝＋「取り組んでいる」＝１とするプロビット推定
推定（３）は，上記のグループのうち、「取り組んでいる」＝１とするプロビット推定
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用するのに対して，開発資金の増大はマイナス
に作用する。つまり，開発資金の制約がオープ
ン・イノベーションを促すという最初の想定と
一致する。さらに，従業員数では小規模企業ほ
ど，資本金では大規模企業ほど，オープン・イ
ノベーションの実際の可能性が有意に高まる。
研究開発型の中小企業は従業員数では相対的に
小規模で，資本金では相対的に大規模であるこ
とが反映されていると考えられる。
これに対して知財交流会の参加は，オープ
ン・イノベーションの必要性の認識から実際の
取り組みに至るプロセスに有意に作用すること
はない（ただし１５％レベルでは有意）。知財交
流会はマッチングの機会を提供するものであり，
そこから実際にオープン・イノベーションに取
り組む企業は，マーケット・イノベーションや
共同研究に取り組む企業だということになる。
ただしこのことは知財交流会の参加の重要性を
否定するわけではない。先に指摘したように，
知財交流会の意義は，自社の技術に付加できる
大企業の特許を知ることにより新しい市場や販
路の開拓を志向することであるとすると，推定
（１）で示されるように，知財交流会の参加とマ
ーケット・イノベーションの取り組みがオープ
ン・イノベーションにおいて有意につながるこ
とが想定できる。事実，知財交流会の参加ダミ
ーを加えると，マーケット・イノベーションの
効果は有意に高まる。
以上のプロセスにおいて作用するそれぞれの
要因の限界効果が表４．３に示されている。推定
（２）と（３）では標準偏差の値が大きくなるため，
限界効果の値も大きく表示されるのであるが，
推定（１）に関してみると，マーケット・イノベ
ーションに取り組む企業，共同研究に取り組む
企業，そして知財交流会に参加する企業はそう
でない場合よりも，それぞれ１５．１％，１５．０％，
２３．０％，オープン・イノベーションの実際の取
り組みを高めることが示される。
5．共同研究・委託研究・受託研究
オープン・イノベーションの取り組みにおい
て，知財交流会と並んで，委託研究と共同研究
の取り組みが重要であることを見た。では，共
同研究や委託研究，そして受託研究はどのよう
な要因によって促進されるのか。オープン・イ
ノベーションは具体的には，共同研究や委託研
究そして受託研究を通じてなされるわけであり，
先の推定は，それをオープン・イノベーション
として意識して取り組むことの推定であるとい
うこともできる。そこで，共同研究，委託研究，
そして受託研究を促進する要因を検証した。説
表４．３ 限界効果
推定（１） 推定（２） 推定（３）
マーケット・イノベーション ０．１５１＊＊ ０．４３９＊＊＊
（０．０７１） （０．１４１）
共同研究 ０．１５０＊＊ ０．３８３＊＊
（０．０８１） （０．１４４）
委託研究 ０．３９４＊＊
（０．１４１）
知財交流会参加 ０．２３０＊＊＊ ０．２７０＊＊
（０．１０４） （０．１０３）
開発委人員増大 ０．４３５＊
（０．２１１）
開発資金増大 －０．４３２＊＊
（０．１６３）
カッコ内は標準誤差
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明変数は，上記のイノベーションの分野，技術
開発の分野に加えて，研究開発の体制，外部情
報の入手ルートに関する回答を利用した（表
５．１）。利用可能な変数として出願特許と登録特
許があるが，その件数は非常に大きくばらつき，
かつ欠落が多いため，説明変数からは外した。
研究開発体制に関しては，研究開発部門の存
在の効果に加えて，専門研究者の存在は自前主
義となって外部資源の利用の妨げとなるのか，
反対にその不在は内部資源の制約から外部資源
の利用の促進となるのかを検証することを目的
とした。また外部成果の利用は，研究開発部門
が不在の企業を想定している。そのうえで，過
去に外部成果を利用したことの効果と利用を計
画していることの効果の違いを検証することを
目的とした。同じく外部情報の入手経路は，緊
密であるが狭い範囲の情報入手と，遠隔的であ
るが広い範囲の情報入手の違いを検証すること
を目的とした。コントロール変数は上記と同様，
資本金，従業員数，設立後の企業年数とした。
研究開発の体制と情報入手の経路の効果に焦点
を当てるため，２つを分けて推定した。推定結
果が表５．２と表５．３に示されている。
まず，イノベーションの分野に関して，表５．２
と表５．３をまとめると，マテリアル・イノベー
ションは委託研究の取り組みを進め，プロダク
ト・イノベーションは共同研究と受託研究の取
り組みを進めることが示される。同じく技術開
表５．１ 基本データ
研究開発体制 件数 構成比（％）
事業所全体の取り組み ８２ ３５．３
R&D部門が担当 ４７ ２０．３
専門研究者が担当 ２１ ９．１
兼務研究者が担当 ４８ ２０．７
外部成果を利用したことがある １６ ６．９
外部成果の利用を計画している １８ ７．８
合計 ２３２ １００．０
情報入手経路 件数 構成比（％）
既往取引先 ８６ １９．５
新規取引先 ４２ ９．５
所属団体異業種交流会 ３５ ７．９
所属団体以外異業種交流会 ２６ ５．９
コンサルタント会社 ８ １．８
川崎市・財団 ４８ １０．９
川崎市以外の公的機関 １１ ２．５
大学 ４２ ９．５
銀行 ２３ ５．２
ベンチャー・キャピタル ５ １．１
インターネット ４７ １０．６
人脈 ５７ １２．９
なし １２ ２．７
合計 ４４２ １００．０
176
表５．２ 共同研究・委託研究・受託研究の推定（１）
「取り組んでいる｝＝１とするプロビット推定
共同研究 委託研究 受託研究
イノベーション分野
マテリアル －０．２５２ １．０７０＊＊ －０．３１４
（－０．６１） （２．２０） （－０．７２）
プロダクト １．４１６＊＊＊ ０．４３１ ０．９５９＊
（２．７１） （０．５２） （１．８０）
プロセス －０．１１３ －０．１５６ －０．２０４
（－０．３０） （－０．３４） （－０．５６）
マーケット －０．３３ －０．２１８ ０．０４１
（－１．０１） （－０．４９） （０．１２）
技術開発の分野
ITC １．０１３＊＊ ０．６９７ ０．５１
（２．４５） （１．２３） （１．１５）
ナノ ０．４６５ ０．５８１ １．１３５＊＊
（１．０４） （１．０７） （２．４８）
環境 １．０９４＊＊＊ ０．８６７＊＊ ０．９９６＊＊＊
（２．９９） （２．０９） （２．７０）
素材 ０．８１４＊ －０．７０３ －０．４８４
（１．９４） （－１．１５） （－１．００）
開発人員増大 －０．３２４ ０．２３６ ０．４３８
（－０．８１） （０．４７） （１．０７）
開発資金増大 ０．４０１ ０．８８８ ０．２３４
（１．０９） （１．６２） （０．５９）
研究開発の体制
事業所全体の取り組み ０．６７３＊＊ ０．１３８ ０．０１５
（１．９８） （０．３０） （０．０４）
R&D部門が担当 ０．７０１＊＊ ０．７６０ ０．０１４
（１．９９） （１．３５） （０．０４）
専門研究者が担当 －１．００８＊＊ －１．９９３＊＊ ０．５２７
（－２．０９） （－２．０４） （１．２５）
兼務研究者が担当 －０．０４８ １．２６４＊＊ ０．６４８＊
（－０．１４） （２．２２） （１．７４）
外部成果の利用（過去） ２．８２３＊＊＊ －０．１５８ －０．６９７
（３．０６） （－０．１９） （－１．０２）
外部成果の利用（計画中） －２．１４５＊＊ ０．０９８ －０．９６１
（－２．２５） （０．１１） （－１．１９）
従業員数 ０．２４０ ０．２３５ ０．０２２
（１．６３） （１．０８） （０．１４）
資本金 ０．０５８ ０．０８３ ０．１１３
（０．７５） （０．８０） （１．４７）
設立後年数 －０．３４９＊ －０．２４３ －０．０９９
（－１．７９） （－０．７９） （－０．４８）
定数 －２．３３８＊＊＊ －３．５０４＊＊＊ －２．６８５＊＊＊
（－２．９２） （－２．９４） （－３．２１）
観測数 N １９０ １９０ １９０
対数尤度 －５９．９４６ －３２．８３０ －５０．４４６
擬似 R２ ０．４６２ ０．４６９ ０．３５１
カッコ内は t値，＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ１０％，５％，１％の有意水準を表す
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表５．３ 共同研究・委託研究・受託研究の推定（２）
「取り組んでいる｝＝１とするプロビット推定
説明変数 共同研究 委託研究 受託研究
イノベーション分野
マテリアル ０．３０５ １．４９９＊＊ －０．２７９
（０．８１） （２．４３） （－０．６０）
プロダクト １．８８９＊＊＊ １．１８２ １．２９７＊＊
（３．７６） （１．４０） （２．０１）
プロセス ０．０６８ －０．０１７ ０．２０
（０．２０） （－０．０３） （０．４８）
マーケット －０．２２３ －０．５６４ －０．０８８
（－０．６９） （－０．９８） （－０．２４）
技術開発の分野
ITC ０．７７０＊ ０．３５６ ０．５２３
（１．８７） （０．５３） （１．０９）
ナノ ０．３１０ ０．４９０ ０．６３９
（０．７１） （０．７３） （１．４５）
環境 １．０２７＊＊＊ ０．９１７＊ ０．７４３＊
（２．７０） （１．８０） （１．９１）
素材 １．２０４＊＊＊ －１．３４９ －０．１３
（２．８５） （－１．５８） （－０．２６）
知財交流会参加 －０．２６７ ０．６６２ ０．２５７
（－０．６９） （１．２４） －０．５７
情報入手の経路
既往取引先 ０．１２９ ０．６４６ －０．２７７
（０．４１） （１．１５） （－０．７５）
新規取引先 －０．５３７ －０．１５７ －０．７６５
（－１．２８） （－０．２６） （－１．４６）
所属団体異業種交流会 ０．１９７ ０．３３８ ０．２６６
（０．４３） （０．５７） （０．５４）
所属団体以外異業種交流会 －０．４０６ －２．３３８＊＊ ０．７７１
（－０．７０） （－２．１５） （１．２５）
コンサルタント ２．２３７＊＊ ２．５３５＊＊ －０．１５４
（２．４５） （２．２８） （－０．１９）
川崎市・産業振興財団 －０．０８７ ０．５１１ －０．１１６
（－０．２１） （０．８１） （－０．２４）
川崎市以外の公的機関 ０．８７８ －０．４７７ －０．０２５
（１．３９） （－０．４６） （－０．０３）
大学 ０．８６８＊＊ －０．３５ ０．６７９＊
（２．４９） （－０．６１） （１．７７）
銀行 －０．４３３ －１．８９５＊＊ －０．９２５
（－０．８８） （－２．２９） （－１．３４）
ベンチャーキャピタル －０．０８９ １．７６４ ０．９９７
（－０．１０） （１．３６） （１．０１）
インターネット －０．４５７ １．２０８＊＊ ０．９９１＊＊
（－１．１４） （２．０２） （２．３１）
人脈 －０．３８３ ０．０７０ ０．０７０
（－１．０６） （０．１３） （０．１７）
従業員数 ０．２１６ ０．５０４＊＊ ０．１７１
（１．４７） （１．９６） （１．０４）
資本金 ０．０６８ －０．０２１ －０．００５
（０．８４） （－０．１５） （－０．０５）
設立後年数 －０．２３ －０．０２９ －０．２９６
（－１．２２） （－０．０９） （－１．３６）
定数 －２．６４７＊＊＊ －４．９７９＊＊＊ －２．３５７＊＊
（－３．２２） （－３．１１） （－２．５５）
観測数 １９０ １９０ １９０
対数尤度 －６１．７０４ －２８．２６５ －４４．８６８
擬似 R２ ０．４４７ ０．５４２ ０．４２２
カッコ内は t値，＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ１０％，５％，１％の有意水準を表す
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発の分野に関しては，情報通信技術は共同研究
を進め，ナノ技術は受託研究を進め，環境技術
は共同研究，委託研究，受託研究を進め，素材
技術は共同研究を進めるように作用する。ここ
での目的は研究開発体制と情報入手経路の効果
の推定にあるため，イノベーションの分野や技
術開発の分野はコントロール変数とみなすのが
妥当であるが，あえて解釈すると，プロダクト・
イノベーションと情報通信技術において共同研
究が進むことは，最初に指摘した自動車産業の
状況からも推測できるように，特にこの２つが
オープン・イノベーションにおいて交差する状
況が想定できる。またナノ技術開発において受
託研究が進むことは，それが素材産業から製薬
産業までを含んだ最先端の基盤技術分野である
ことを反映していると思われる。
次に，表５．２の研究開発体制に関しては，事
業所全体の取り組みや研究開発部門を備える企
業では共同研究の取り組みが進むこと，これに
対して専門研究者が担当する体制では共同研究
や委託研究が抑制されることが示される。前者
はイノベーションに取り組む企業という意味で
期待通りの結果であるのに対して，後者は研究
開発の自前主義の結果と解釈できる。他方，兼
務研究者が担当する体制では，委託研究や受託
研究の取り組みが進むことが示される。これは
専門研究者の不在という意味で，研究開発にお
ける内部資源の不足の結果と解釈できる。限定
されたデータからも，オープン・イノベーショ
ンと内部資源の関係が明らかになる。
さらに，研究開発部門が不在の企業で，外部
の研究成果を利用したことのある企業では共同
研究の取り組みにつながるのに対して，外部の
研究成果の利用を計画する企業では反対に共同
研究に向かう動きが抑えられる。前者は実際に
外部成果を利用することから共同研究の必要性，
ひいてはオープン・イノベーションの必要性を
認識する企業だといえる。先に見たように，実
際に共同研究に取り組むことがオープン・イノ
ベーションに有意につながる。これに対して後
者は，外部成果の利用はあくまでも委託研究の
形であって，共同研究を意図しているわけでは
ないことが想定できる。そして先の分析からは，
委託研究にとどまる限り，オープン・イノベー
ションの取り組みにつながることはない。また，
重要な発見として，設立後の企業年数が若い企
業ほど共同研究の取り組みが進むことがある。
共同研究がオープン・イノベーションにつなが
ることを考えると，スタートアップ企業の重要
性が確認できる。
他方，表５．３に示される情報入手の経路に関
しては，プラスに有意に作用する要因を取り出
すと，コンサルタントからの情報は共同研究と
委託研究に，大学からの情報は共同研究と受託
研究に，インターネットからの情報は委託研究
と受託研究に有意に作用する。いずれも狭い範
囲の情報ではなく，遠くにつながる情報であり，
オープン・ネットワークの重要性が確認できる。
特にインターネットの効果が注目される。先に
図３．１で示したように，受託研究の多くが大企
業や外国企業からのものであることは，インタ
ーネットが寄与していると考えることができる。
これに対して，知財交流会からの情報や川崎
市及び産業振興財団からの情報は有意に作用す
ることはない。川崎市が取り組む「試作開発促
進プロジェクト」の観点からは，受託研究や共
同研究に対する効果が期待されるのであるが，
推定結果からはそのような効果は確認されない。
ただし大学からの情報が共同研究と受託研究の
促進につながることは，「試作開発促進プロジェ
クト」の想定どおりであり，間接的であるがそ
の効果が推測できる。ただそのことよりも，オ
ープン・イノベーションにとっては，クローズ
ドではなく，オープンなネットワークが重要で
あることが改めて確認できる。ただし，大学，
コンサルタント，インターネットからの情報入
手は多くない。共同研究，委託研究，受託研究
を進め，オープン・イノベーションの推進を図
るためには，この点に課題があることが指摘で
きる。
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6．まとめと川崎の産業立地の優位点
本稿は，川崎市「イノベーション状況調査」
を基に，川崎市におけるオープン・イノベー
ションの状況，とりわけ中小・中堅企業におけ
るオープン・イノベーションの推進要因を分析
した。分析結果をまとめると，オープン・イノ
ベーションを促進する要因として，マーケッ
ト・イノベーションの取り組み，共同研究の取
り組み，そして知財交流会の参加が有意に作用
することが，データに基づいて検証された。加
えて，委託研究や受託研究を行うことがオープ
ン・イノベーションの必要性を認識する契機と
なることも検証された。さらに，オープン・イ
ノベーションの促進要因として，一方では内部
資源としての開発人員の増大があり，他方では
開発資金の制約があることも確かめられた。そ
のうえで，オープン・イノベーションを具体的
に構成する共同研究，委託研究，受託研究の推
進要因を検証した。共同研究がオープン・イノ
ベーションにつながる点に注目すると，研究開
発部門の存在が共同研究を促進すると同時に，
専門研究者の存在が自前主義となって共同研究
や委託研究の妨げとなることが確かめられた。
そして大学やコンサルタントやインターネット
など，オープン・ネットワークの重要性もまた
確かめられた。
以上の分析において，川崎に固有の要因は知
財交流会だけであり，かつこれを除いた推定に
おいても同じ結果が得られるという意味で，分
析結果の一般性が主張できる。それと同時に，
本稿の目的は，川崎市が進める中小企業のオー
プン・イノベーションの推進政策の有効性を確
かめる点にあった。それを大企業の保有特許と
中小企業とのマッチングとしての知財交流会，
大学研究室と中小企業とのマッチングとしての
「試作開発促進プログラム」，そしてスタート
アップ企業の創出として取り出すと，まず知財
交流会は，オープン・イノベーションの取り組
みに非常に大きく作用することが確かめられた。
また知財交流会の効果は，その参加によって小
規模企業ほどオープン・イノベーションの取り
組みが有意に高まることから確認できた。次に，
大学研究室とのマッチングの効果は，それを検
証する直接のデータはないとしても，大学から
の情報が共同研究や受託研究の取り組みに有意
に作用することから推測できた。さらにスター
トアップ企業の創出の効果は，同じく直接の確
認は困難としても，従業員数でみて小規模企業
ほどオープン・イノベーションの取り組みが強
まる点から，あるいは創業後の企業年数が短い
企業ほど共同研究の可能性が高まる点から間接
的に確認できた。
最後に，「イノベーション状況調査」では，
表６．１に示されるように，川崎在住企業が川崎
市に立地する理由を問うている。自治体にとっ
ては最重要な問題であるとしても，回答の記述
だけに終わっている。そこで，調査の趣旨であ
る川崎在住企業のイノベーション活動と照らし
合わせて立地の理由を検討した。分析は，表６．１
に示された立地の理由をそれぞれ１とするプロ
ビット分析とし，説明変数は，イノベーション
の度合いと技術開発の分野とした。イノベー
ションの度合いは，マテリアル，プロダクト，
プロセス，マーケットに分けたイノベーション
表６．１ 川崎に立地する理由
件数 構成比（％）
東京・横浜へのアクセス ９２ ２５．８
羽田へのアクセス ３２ ９．０
地価が比較的安価 ４４ １２．３
製造業・研究拠点の集積 ４４ １２．３
産学連携がしやすい ２６ ７．３
高度人材の獲得 ６ １．７
行政からの支援 ４１ １１．５
周辺環境が良い ４５ １２．６
その他 ２７ ７．６
合計 ３５７ １００．０
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の分野を企業ごとに合計した（表６．２）。コント
ロール変数は，対数変換した従業員数，資本金，
設立後年数であるが，川崎在住企業の全体をカ
バーするために，従業員１０００人以上の企業を含
めて推定した。推定結果が表６．３に示されてい
る。
川崎の産業立地上の利点として，東京・横浜
への近接性，羽田への近接性があげられる場合
が多い。事実，表６．１からもこの二つが合計で
３５％を占めている。これに対して表６．３の推定
では，イノベーションの度合いが高まることに
応じて，そして情報通信技術開発に従事する企
業において，川崎の地理上の利点をあげる回答
が有意に高まる。つまり，イノベーション活動
に積極的であることに応じて，川崎市の地理上
の利点が価値あるものとなる。もう１つ，川崎
市の地理上の利点として，東京・横浜と比べた
地価の相対的な安さがあげられる。この回答も
また，情報通信技術開発企業と並んで，企業年
数が若くなるほど増大する。つまり，スタート
アップ企業にとって地価の安さが川崎の魅力と
なる。
さらに，イノベーションの度合いが高まるこ
表６．２ イノベーションの度合
件数 構成比（％）
ゼロ ６２ ２８．７
１領域 ６１ ２８．２
２領域 ５２ ２４．１
３領域 ２２ １０．２
４領域 １９ ８．８
合計 ２１６ １００．０
（ビジネスモデルを除外）
表６．３ 川崎に立地する理由の推定
説明変数
東京・横浜へ
のアクセス
羽田への
アクセス
地価が
比較的安価
製造業・研究
拠点の集積
産学連携が
しやすい
高度人材の
獲得
行政からの
支援
周辺環境が
良い
イノベーションの度合い ０．１５４＊ ０．２８８＊＊ ０．１３９ ０．１０７ ０．２５４＊＊ －０．０４７ ０．０４９ ０．０１３
（１．６５） （２．５３） （１．３３） （１．０６） （２．１３） （－０．２３） （０．４５） （０．１２）
技術開発の分野
ITC ０．７５０＊＊ ０．６１６＊ ０．５６１＊ －０．１３４ ０．１９１ （omitted） ０．１７４ ０．３３４
（２．２７） （１．７８） （１．７９） （－０．３８） （０．５３） （０．５２） （０．９７）
ナノ －０．０６１ －０．５ ０．３１７ ０．６１６＊ ０．４９８ １．３３５＊＊ ０．６２０＊ －０．３６
（－０．１８） （－１．１５） （０．８９） （１．７５） （１．４０） （２．２２） （１．７６） （－０．８４）
環境 ０．２３８ ０．２３２ －０．０５８ ０．０６７ －０．２０３ －０．７０８ －０．０８１ －０．０６４
（０．８３） （０．７２） （－０．１８） －０．２２ （－０．５９） （－０．８９） （－０．２５） （－０．１９）
素材 ０．２９８ ０．０７７ ０．３４７ －０．５２２ ０．２７９ －０．５８８ ０．１３０ ０．０２３
（１．０３） （０．２３） （１．１３） （－１．４６） （０．８６） （－０．７３） （０．４１） （０．０７）
従業員数 ０．０２５ ０．０２１ ０．０６７ ０．０６７ ０．０６１ ０．２５４ ０．１５６＊ －０．０４１
（０．３４） （０．２３） （０．７９） （０．８２） （０．６３） （１．５９） （１．８４） （－０．４８）
資本金 －０．０５３ ０．０８４ －０．０６５ －０．０１２ －０．０１７ ０．０１１ －０．０９９＊ －０．０６０
（－１．０９） （１．４４） （－１．１４） （－０．２２） （－０．２７） （０．１１） （－１．６８） （－１．０３）
設立後年数 ０．１２８ ０．０６２ －０．３０３＊＊ ０．１１７ －０．１１３ ０．２３３ －０．２２７＊ ０．２０２
（１．０５） （０．４０） （－２．３２） （０．８６） （－０．７４） （０．８２） （－１．７０） （１．３０）
定数 －０．７７３＊ －２．２２６＊＊＊ －０．１４１ －１．５２８＊＊＊ －１．４２２＊＊＊ －３．５７１＊＊＊ －０．４０４ －１．１９９＊＊
（－１．７１） （－３．９１） （－０．３０） （－２．９８） （－２．６１） （－３．０５） （－０．８４） （－２．１０）
観測数 １９６ １９６ １９６ １９６ １９６ １７６ １９６ １９６
対数尤度 －１２６．９２０ －７２．０６３ －９０．１７０ －９６．３３４ －６７．０９１ －２１．６０５ －８７．８０３ －９６．１３１
擬似 R２ ０．０６１３ ０．１５７９ ０．０９０８ ０．０４１７ ０．１０３２ ０．１７４４ ０．０６０７ ０．０３０７
カッコ内は t値，＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ１０％，５％，１％の有意水準を表す
オープン・イノベーションを促進する要因は何か―川崎市の事例より
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とに応じて産学連携の容易さをあげる回答が有
意に高まることが確認できる。これもまた，オ
ープン・イノベーション政策を進める川崎市に
とって期待通りの効果だといえる。同じく産業
集積上の優位性としては，とりわけナノ技術開
発にかかわる企業において，製造業・研究拠点
の集積，高度人材の獲得，そして行政からの支
援をあげる回答が有意に高まる。最初に指摘し
たように，新川崎のナノ技術開発拠点と臨海部
国際戦略特区のバイオ医療研究開発拠点の形成，
そして２つの融合を川崎市は最新のイノベー
ション政策としている。この政策効果がナノ技
術開発企業の回答に表れていると想定できる。
さらに川崎市はスタートアップ企業の創出を政
策課題としてきた。この点での効果が，資本金
で小規模，企業年数で若い企業が行政からの支
援をあげている点に見ることができる。このよ
うに，川崎市のイノベーション政策は，イノベ
ーション企業を川崎市に引き寄せるという意味
で，高い政策効果を生んでいる。これを最後の
結論としたい。
注
１）周知のように，中央研究所を持たないシスコ・シ
ステムズは，年次報告書で毎年の技術ベンチャー
の買収件数を表示している。それによると１９９３年
から２０１６年までの累計で１４４社に及ぶ。
２）パイロット期間の２００７年を対象とした調査では，
知財提供企業３社（富士通，東芝，NEC）と中小
企業６０社の間の交流会が年４回開催され，コーディ
ネート件数は１６件，うち３件がライセンス契約と
して成約したことが報告されている（平尾，他，
２００８）。一般にライセンス契約として成立するのは
１００件のうち３件，という指摘と比較すると，高い
成果を挙げているといえる。
３）２０１５年度には，特許庁の補助事業を活用し，福岡
県，栃木県，岡谷市，富士宮市など他の自治体と
の連携に基づく大企業と中小企業の知財マッチン
グ支援が実施された。これによって「パネル体の
防音技術」（イトーキ／高橋建設（川崎市）／ダイ
ワテック（長野県岡谷市）のライセンス契約が成
立するというように，「川崎モデル」の全国的な波
及が図られている。
４）２００５年に実施した川崎在住５７０社の調査においても，
産学連携の実施を回答する企業は，従業員３００人以
上（３５社）では５５．９％であるのに対して，３００人以
下（５０８社）では１０．５％となる。産学連携が困難で
ある理由も，「テーマがない（３９．６％）」「人員の余
裕がない（３８．４％）」「資金の余裕がない（２２．６％）」
「方法が不明（１９．７％）」「大学の情報がない
（１４．２％）」があげられている（平尾，他，２００９）。
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